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今からおよそ80年前，その後の日本の進む方向を大きく転換させることになるでき事が起こった。日本

の国際連盟脱退である。 1920年代には，国際的に平和協調外交が展開され， 日本もそれに応じて平和協

調外交を展開していた。しかし， 1933年に日本は国際連盟からの勧告に応じず国際連盟からの脱退を通

告したことにより，協調外交の終焉や国際社会からの孤立をもたらした。本授業開発は，なぜ日本が国

際連盟を脱退したのかを解明することによって，歴史における大きな転換点であるこの主題の意義を明

らかにしていくものである。

1 . はじめに
第一次世界大戦後のパリ講和会議の後に結ばれたヴェ

ルサイユ条約やワシントン会議の話し合いをもとに結ば

れたワシントン海軍軍縮条約などの諸条約によって， 19

20年代には，国際的に平和協調外交が展開された。しか

し， 1931年の満州事変以降，関東軍を中心とする軍部の

大陸における軍事行動を抑止することが困難となり， 19

33年に日本は国際連盟からの脱退を通告し，国際的な平

和協調の枠組みから離脱して協調外交の終焉や国際社

会からの孤立をもたらした。本授業開発は，国際的に平

和協調外交が展開されていたにもかかわらず，なぜ日本

が国際連盟を脱退したのかを解明するものである。

2. 協調外交と日本の国際連盟脱退
第一次世界大戦後には， 日本は国際連盟の常任理事国

という重要な地位を担うとともに，新渡戸稲造が事務局

次長を務めるなど国際連盟に大きく貢献していた。また，

国際的な平和協調路線に呼応する形で， 日本においても

幣原喜重郎外相を中心とした協調外交が展開された。し

かし， 日本の関東軍の起こした柳条湖事件から始まった

満州事変によって，事態は急変することとなる。柳条湖

事件後に日本政府は不拡大方針をとるが，関東軍はこれ

を無視して軍事行動を拡大して満州の主要地域を占領

し，さらに満州国を建国させた。その後満州事変は日

本の計画的行動であるとする中国の国際連盟への訴えに

よって， リットン調査団が派遣されることになった。

また，国際連盟においては， 日本の連盟からの脱退を避

けようという動きもあった。しかし， リットン調査団

の現地での調査が開始された後に日本政府は満小M国の

承認を決定した。この背景には，五• 一五事件によっ

て政党内閣が崩壊したことがあげられる。満州事変の

経緯や実態を調査したリットン調査団の報告書をもと

に，国際連盟は満J小Iにおける中国の主権を認め， 日本
軍の満鉄付属地内への撤兵や日本が満州国の承認を撤

回することなどを求める勧告案を採択し，国際連盟総

会で圧倒的多数で可決した。これに対して日本代表が

総会の議場から退場し，その後日本は国際連盟からの

脱退を通告した。以上のことから， リットン報告書に

は満州における日本の権益に理解を示す内容が含まれ

ていたり日本の国際連盟からの脱退を避けようという

動きもあったりしたが， 日本は満州における中国の主

権を認めることなどを内容とする勧告案を受け入れず，

国際社会への歩みよりを行うことなく，大陸における

日本の権益の確保を重視するため国際連盟から脱退す

るに至ったのである。

3. 単元と評価規準
(1)単元名

世界恐慌と第二次世界大戦

(2)単元のねらい

世界恐慌を欧米諸国や日本はどのように乗り越

えようとしたのか，また満州事変はなぜ起こり，

日本はなぜ国際連盟を脱退したのか，さらにな

ぜ日中戦争や第二次世界大戦が起こったのかと

いう諸課題を探究し理解を深めることをねらい

とする。

(3)単元計画（全8時）

①世界恐慌(1時間）

②世界恐慌と日本(1時間）

③満州事変(1時間）

④日本の外交と国際連盟脱退…本時

⑤日中戦争(1時間）

⑥第二次世界大戦(1時間）

⑦戦局の悪化と国民生活(1時間）

⑧ポツダム宣言と日本の敗戦(1時間）
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